４　条例化の提案

　電子メディアがもたらす弊害から青少年を守るとともに、情報を正しく活用できる青少年を育て、次代を担う青少年の未来を明るいものにするための取り組みを強力に推進するためには、その取り組みの基本理念と責務の内容を、広島市から宣言するとともに、取り組みのための法的根拠を明確にする必要があり、そのためには条例の制定が必要である。

この「広島発」の条例制定により、他の自治体での取り組みを促す契機にもなり、ひいては国の法整備、業界の改革の動きにつながることを期待している。

　　全国の自治体で初めての電子メディアに特化した条例として、国際平和文化都市にふさわしいシンボルとなるよう願っている。

条例の骨子として要望する事項は以下の通りである。

（１）理念と目的

○青少年自身が、年齢に応じて電子メディアを有効に活用できる主体的な力を養う。

○青少年を電子メディアの情報洪水から守り、健やかに育てる。

○①青少年の電子メディアと接触する時間を少なくする取り組みをする、②電子メディアを利用する場合、有害情報の受発信ができない仕組みをつくる。

○上記の目的を達成するため、保護者、教育機関等、市民、事業者、広島市などがそれぞれの役割を担いながら一体となって取り組む。特に電子メディアに関する情報を最も多く持ち、その危険性を認識し、防止策にも精通している事業者の取り組みが重要である。

○電子メディアに絡む非行、犯罪をなくし、青少年が、豊かな情操を養い、安全、安心に暮らし、希望と夢を膨らませる国際平和文化都市にふさわしい街づくりを進める。

（２）定義

○［電子メディア］　

テレビ、テレビゲーム、パソコン、携帯電話、インターネット等

○［有害情報］　　　

◇電子メディアに関する法令の違反、犯罪を誘発する恐れのある情報

◇人権を侵害する情報

◇青少年の粗暴性、残虐性を誘発、助長し、その健全な育成を阻害する恐れのある情報

◇青少年の性的感情を刺激し、その健全な育成を阻害する恐れのある情報

◇その他青少年の健全な育成を阻害する恐れがあると認められる情報

（例）出会い系サイトの悪用、迷惑メール、薬物などの禁止物品の紹介、爆弾製造や自殺の方法の伝授、暴力や過剰な性の描写など

○［青少年］

　　　１８歳未満とする。

○［保護者］

父母など、親権を行う者、未成年後見人その他の者で、青少年を現に監護する者（児童福祉法参照）

○［教育機関等］

幼稚園、保育園、各種の託児施設、小・中学校、高校、大学、各種専門学校、公民館など社会教育・文化の機関・施設、医療・福祉機関・施設など

○［事業者］

広島市内を主な拠点として上記の電子メディアにかかわる情報や番組などの発信、媒体・接続、機器類の販売などに携わる経営事業体や事業主
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